
（別添） 

工事費内訳書の記入内容に関する取扱いについて 

 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第

49号）の施行により、入札時に提出する工事費内訳書（入札価格の内訳書）に材料費、労務費等

を明示することが新たに義務づけられたことから、島根県の建設工事においては、その記入につ

いて以下のとおり取扱うこととする。 

 

１．対象工事 

  島根県が発注する建設工事（建築関連工事を除く） 

 

２．工事費内訳書に記入する経費 

① 材料費、労務費、法定福利費（事業主負担額）、建退共制度の掛金、安全衛生経費（以下、

「５項目の経費」という）を工事費内訳書に記入して入札時に提出する。 

 

② ５項目の経費については、原則、工事費内訳書の備考欄又は欄外に以下の経費の内数と

して記入する。（別紙１の記入例のとおり） 

 ・直接工事費の内数：材料費、労務費 

・現場管理費の内数：法定福利費（事業主負担額）、建退共制度の掛金  

 ・工事原価の内数：安全衛生経費 

  

３．５項目の経費の記入の注意事項 

① 材料費 

・工事の施工に直接使用される主要な材料を計上する。 

・雑材料や建設機械に使用される燃料費、仮設材の賃貸料金等の計上は任意とする。 

・市場単価や土木工事標準単価については、材料費を分離して算出することが困難な場

合は対象としなくてよい。 

 

 ② 労務費 

・直接工事費に含まれる労務費を計上し、必須項目は必ず記入し、任意項目は可能な範

囲で記入する。 

・必須項目は、積上げ積算方式の工種、施工パッケージ型積算方式の工種とする。 

・任意項目は、市場単価方式の工種、土木工事標準単価方式の工種、建設機械の運転労

務とする。 

 

③ 法定福利費（事業主負担額） 

・労務費に対して雇用保険料率、健康保険料率（介護保険料率を含む）、厚生年金保険料

率、子ども・子育て拠出金率を掛けて合計した金額を記入する。 

 

④ 建退共制度の掛金 

・建退共制度の掛金の計算にあたっては、当該工事に従事する労働者の掛金を就労予定

人数及びその日数により算出する。 



なお、就労予定の把握が困難な場合は、独立行政法人 勤労者退職金共済機構 建設

業退職金共済事業本部の「建設業退職金共済制度事務処理の手引き」に掲載された「掛

金納付の考え方について」による算定することも可能とする。 

 

「掛金納付の考え方について」の例示（建設業退職金共済制度事務処理の手引きより） 

労働者延べ就労予定数に占める共済証紙の購入または退職金ポイントの購入の割合につ

いて、「労働者延べ就労予定数」の 70％が建退共の被共済者であると仮定して算出する。 

〔当該工事における労働者の加入率（％）／70％〕を乗じた値を参考としてください。 

【計算式】 

総工事費 × 工事種別ごとの掛金の率 × （実際の加入率％ ÷ 70％） 

 

   【参考】勤労者退職共済機構ＨＰ：建設業退職金共済制度事務処理の手引き 

https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/upload/tebiki.pdf 

 

⑤ 安全衛生経費の計上 

・安全衛生経費は個別工事において必要となる、足場や交通規制に要する経費などを個

別に積み上げて計上する。 

・個別に積み上げが困難な項目がある場合は、自社の施工実績に基づく割合により計上

し、個別に積み上げ可能な経費と合算して記入する。 

【参考】厚生労働省ＨＰ：安全衛生経費確保のためのガイドブック 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-

Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000210512.pdf 

 

⑥ その他 

・工事箇所が複数あり、工事費内訳書が複数に分かれている場合は、合計した工事費に 

対して５項目の経費を算出し、いずれかの工事費内訳書へ記入する。 

 

４ 入札時の発注者における工事費内訳書の確認 

発注者は開札後に落札候補者から提出された工事費内訳書について、以下により確認を行う。 

 

① 発注者は工事費内訳書に５項目の経費の全ての金額が記入されていることを確認する。 

工事費内訳書に未記入の経費がある場合は、その落札候補者の入札を無効とし、次の順

位の者を落札候補者とする。 

 

【経過措置】 

発注者は落札候補者に未記入の経費を追記した工事費内訳書又は別紙２「工事

費内訳書未記入通知書（参考様式）」のいずれかを期限を定めて提出を求める。 

期限内に提出があった場合には、工事費内訳書に記載があったものとみなし、そ

の落札候補者の入札を有効とする。 

経過措置の期間は、令和８年度中（令和９年３月３１日まで）に開札する案件と

する。 

https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/upload/tebiki.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000210512.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000210512.pdf


 

② 落札候補者の工事費内訳書に記入された項目の確認として、次のとおり労務費ダンピン

グ調査を実施。 

県の積算による直接工事費に 0.97 を乗じた額に対し、落札候補者から提出された工事費

内訳書の直接工事費の額が下回る場合には、ヒアリング又は書面（理由書）で、その費用で

施工できることや、労務費が確保されている理由等を確認する。 

 

③ ヒアリング等の結果、その理由が合理的な理由でないと発注者が判断した場合は、建設

業法 40条の４に基づく調査を行う者（建設Ｇメン）へ通報するとともに、「労務費ダンピ

ング調査の結果に基づく要請」を落札候補者へ送付するものとする。 

 

④ 入札時に提出する工事費内訳書に５項目の経費が記入されている場合（経過措置期間で

「工事費内訳書未記入経費通知書」を提出した場合を含む）には、契約締結後に提出を求

める「請負代金内訳書」の提出を「請負代金内訳書の提出省略届」の提出により代えるこ

とができる。 

 

５ 適用日 

  令和８年１１月１日以降に入札公告又は指名通知を行う工事から適用する。 

 

＜参考＞ 

国土交通省ＨＰ：労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001972220.pdf 

 

国土交通省ＨＰ：第三次・担い手３法ポータルサイト 

https://ninaite-sanpo.mlit.go.jp/ 

 

国土交通省ＨＰ：労務費に関する基準ポータルサイト 

https://roumuhi.mlit.go.jp/ 
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